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○一宮町紙おむつ等購入費助成事業実施要綱 

平成25年３月25日 

告示第17号 

改正 平成27年12月28日告示第63号 

平成28年６月30日告示第38号 

（目的） 

第１条 この告示は、在宅高齢者等に対し紙おむつ等購入費の助成（以下「紙おむつ等の

助成」）をする事業について定めることにより、本人及び家族の日常生活における負担

を軽減し、もって福祉の増進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

とおりとする。 

(1) 在宅高齢者等 要介護認定に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に

関する省令（平成11年厚生省令第58条。以下「省令」という。）第１条第１項第３号

に規定する要介護３、同項第４号に規定する要介護４又は同項第５号に規定する要介

護５の認定を受けており、入浴、排泄、食事等の日常生活において在宅で介護を受け

ている40歳以上の者をいう。 

(2) 紙おむつ等 フラット型紙おむつ、テープ型紙おむつ、パンツ型紙おむつ、尿取り

パッドその他これらに類するものとして町長が認めるものをいう。 

（対象者） 

第３条 この告示に基づく紙おむつ等の助成を受けることができる者（以下「対象者」と

いう。）は要介護認定に係る主治医意見書（以下「主治医意見書」という。）の障害高

齢者の日常生活自立度（寝たきり度）がB１、B２、C１又はC２のいずれか又は主治医

意見書の認知症高齢者の日常生活自立度がⅢa、Ⅲb、Ⅳ又はMのいずれかに該当する者

で次の各号のいずれにも該当する在宅高齢者等とする。 

(1) 現に本町に住所を有し、かつ、本町の住民基本台帳に記録されていること。 

(2) 常時紙おむつ等を使用していること。 

(3) 第６条の規定による申請をした日の属する年度（当該申請をした日が４月から５月

までの間である場合にあっては、その前年度。）の４月１日において、町民税非課税
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世帯に属する者。 

(4) その属する世帯に、介護保険料を滞納している者がいないこと。 

(5) 対象者が40歳から64歳の場合は、その属する世帯に、医療保険料を滞納している者

がいないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を受けて

いる者及び他の制度により紙おむつ等の助成を受けている者は当該対象者としない。 

（指定事業所） 

第４条 この事業に係る紙おむつ等を購入できる事業所は、本町に開設する薬局、薬店又

はその他の店舗のうち、町長の指定を受けた事業所（以下「指定事業所」という。）と

する。 

２ 前項の指定事業所の指定を受けようとする者は、一宮町紙おむつ等購入費助成事業指

定事業所申請書（別記第１号様式）を町長に提出しなければならない。 

３ 町長は、前項の申請があったときは、一宮町紙おむつ等購入費助成事業指定事業所指

定書（別記第２号様式）により指定するものとする。 

４ 指定事業所が指定を辞退しようとする時は、辞退しようとする日の１月前までに、一

宮町紙おむつ等購入費助成事業指定事業所辞退届（別記第３号様式）に指定書を添えて

町長に届けなければならない。 

（限度額） 

第５条 紙おむつ等の助成は、１月当たり3,000円を限度額とする。ただし、本町に本店を

有しない指定事業者で購入する紙おむつ等の助成は、１年当たりの上限額を12,000円と

する。 

（認定申請） 

第６条 紙おむつ等の助成を受けようとする対象者は、一宮町紙おむつ等購入費助成認定

申請書（別記第４号様式）により町長に申請しなければならない。 

（決定及び通知） 

第７条 町長は、前条の規定による申請があった時は、その内容を審査の上、紙おむつ等

の助成の可否を決定するものとする。 

２ 町長は、前項の規定により紙おむつ等の助成を行う決定をしたときは、一宮町紙おむ

つ等購入費助成認定決定（却下）通知書（別記第５号様式）に一宮町紙おむつ等購入費
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助成認定証（別記第６号様式。以下「認定証」という。）を添えて当該申請をした者に

通知するものとする。 

３ 町長は、第１項の規定により紙おむつ等の助成を行わない決定をしたときは、一宮町

紙おむつ等購入費助成認定決定（却下）通知書（別記第５号様式）により当該申請をし

た者に通知するものとする。 

（助成期間） 

第８条 紙おむつ等の助成期間は、第６条の規定による申請をした月の翌月から翌年７月

31日までとする。ただし、第６条の規定による申請が、１月から６月までに行われたと

きは、申請のあった月の属する年の７月31日までとする。 

（認定証） 

第９条 認定証は、譲渡又は交換の対象にしてはならないものとし、担保に共することは

できないものとする。 

２ 町長は、認定証の再交付は行わないものとする。 

（受給者の義務） 

第10条 認定を受けた対象者（以下「受給者」という。）は、紙おむつ等を本来の使用目

的以外に使用してはならない。 

（支給申請） 

第11条 受給者は指定事業所から紙おむつ等を購入し費用を支払った場合は、第５条に規

定する限度額の範囲内で紙おむつ等の助成を受けることができる。 

２ 前項の規定による紙おむつ等の助成を受ける場合は、費用の支払をしたことを証する

書類及び認定証を添えて、一宮町紙おむつ等購入費支給申請書（別記第７号様式）によ

り町長に申請しなければならない。 

３ 町長は前項の申請に係る支給又は不支給を決定したときは、一宮町紙おむつ等購入費

支給（不支給）決定通知書（別記第８号様式）により通知するものとする。 

４ 紙おむつ等の助成を受ける権利は、紙おむつ等を購入し費用を支払った日から２年を

経過したときは、時効によって消滅するものとする。 

（変更申請） 

第12条 受給者は、住所又は氏名等に変更があったときは、一宮町紙おむつ等購入費助成

認定変更申請書（別記第９号様式）により、速やかに町長に届け出なければならない。 
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２ 町長は、前項の規定による申請があり、変更を決定したときは、一宮町紙おむつ等購

入費助成認定変更決定（却下）通知書（別記第10号様式）に認定証を添えて当該申請を

した者に通知するものとする。 

３ 町長は、第１項の規定による申請があり、変更を却下したときは、一宮町紙おむつ等

購入費助成認定変更決定（却下）通知書（別記第10号様式）により当該申請をした者に

通知するものとする。 

４ 町長は第１項の規定による申請がない場合であっても、公簿等により変更があったと

認めるときは、一宮町紙おむつ等購入費助成認定変更決定（却下）通知書（別記第10号

様式）に認定証を添えて当該申請をした者に通知するものとする。 

（受給資格の喪失） 

第13条 受給者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該受給者は、受給資格を喪失

するものとする。 

(1) 第３条に規定する対象者の要件に該当しなくなったとき。 

(2) 死亡したとき。 

(3) 偽りその他不正な手段により助成を受けたとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、助成を必要としなくなったと認められるとき。 

２ 受給者等は、前項第１号、第２号又は第４号に該当することとなったときは、一宮町

紙おむつ等購入費助成異動届出書（別記第11号様式）により町長に届け出なければなら

ない。 

３ 町長は、前項の届出がない場合であっても公簿等により第１項各号に該当すると認め

る場合は、紙おむつ等の助成を廃止し、一宮町紙おむつ等助成認定廃止通知書（別記第

12号様式）により受給者等に通知するものとする。 

（返還） 

第14条 町長は、前条第１項第３号の規定に該当することにより受給資格を喪失した者に、

紙おむつ等購入費助成に要した費用の全部又は一部を返還させるものとする。 

（その他） 

第15条 この告示に定めるもののほか、紙おむつ等購入費助成に関し必要な事事項は、町

長が別に定める。 

附 則 
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（施行期日） 

１ この告示は、平成25年４月１日から施行する。 

（特例措置） 

２ 社会福祉法人一宮町社会福祉協議会における紙おむつ支給事業実施要領に基づき平成

24年度に紙おむつの支給を受け、第３条に規定する対象者に該当しない者で、次の各号

のいずれかに該当する者は紙おむつ等の助成を受けることができる。（以下、「特例措

置」という。） 

(1) 現に本町に住所を有し、かつ、本町の住民基本台帳に記録されていること。 

(2) 常時紙おむつ等を使用していること。 

(3) 省令第１条第１項各号のいずれかに該当する者。 

(4) 主治医意見書の障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）が自立でない者。 

(5) 主治医意見書の認知症高齢者の日常生活自立度が自立でない者。 

(6) 第６項の規定による申請をした日の属する年度（当該申請をした日が４月から５月

までの間である場合にあっては、その前年度。）の４月１日において、町民税非課税

者又は町民税課税者のうち所得割が課税されていない者。 

(7) 属する世帯に、介護保険料を滞納している者がいないこと。 

(8) 生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を受けていないこと。 

(9) 他の制度により紙おむつ等の助成を受けていないこと。 

３ 特例措置による紙おむつ等の助成は、１月当たり2,000円を限度額とし、１年当たりの

上限額を14,000円とする。 

４ 特例措置による紙おむつ等の助成期間は、第６条に規定する申請をした月の翌月から

平成26年３月31日までとする。 

５ 特例措置による紙おむつ等の助成に係る認定、決定及びその他の手続きについては、

この告示の規定を準用する。この場合において、第13条第１号中「第３条」とあるのは

「附則第２項」と読み替えるものとする。 

附 則（平成27年12月28日告示第63号） 

この告示は、平成28年１月１日から施行する。 

附 則（平成28年６月30日告示第38号） 

この告示は、平成28年６月30日から施行する。 
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別記第１号様式（第４条第２項） 

別記第２号様式（第４条第３項） 

別記第３号様式（第４条第４項） 

別記第４号様式（第６条） 

別記第５号様式（第７条第２項、第３項） 

別記第６号様式（第７条第２項、第９条第１項、第９条第２項、第12条第２項、第12条第

４項） 

別記第７号様式（第11条第２項） 

別記第８号様式（第11条第３項） 

別記第９号様式（第12条第１項） 

別記第10号様式（第12条第２項、第３項、第４項） 

別記第11号様式（第13条第２項） 

別記第12号様式（第13条第３項） 

 


